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	「玄海原発４号機再稼働」に対する緊急打電行動のとりくみと原水禁の声明について（要請）


※各地方本部止め
調整の取れている単組・総支部にのみ地方本部よりＦＡＸで指示をお願いします。
2012道本部総合政策局発第0059号
２０１１年１１月７日
各　地方本部・単組・総支部　執行委員長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　潔　　
（政　治　部）　 
「玄海原発４号機再稼働」に対する原水禁の声明と緊急打電行動のとりくみについて

　日頃のご健闘に対し心から敬意を表します。

　さて、11月1日、九州電力は、原子力安全・保安院が、九州電力による原因調査と再発防止策を妥当としたことを受けて、復水器のトラブルで停止していた玄海原発４号機の再稼働を強行しました。

しかし、福島第一原発事故の原因究明や事故処理などに加えて、九州電力については「やらせメール」でさらに不信を高めていて、その発端となった古川康佐賀県知事も、同日午後には「再稼働容認」を打ち出すなど、九州電力とともに、再稼働に反対する県民の意向を無視し続けています。

再開を容認した玄海町長でさえ、一方で「地元が納得した上で動かすのが筋。誠意ある対応とは言えず、賛同できない」（11/1東京新聞）と、九州電力の対応を批判しています。さらに原子力防災地域（緊急時防護措置準備区域・ＵＰＺ）の見直しが現在進められるなか、従来の「8～10キロ圏」が「30キロ圏」に拡大された場合には、新たに含まれることになる自治体（佐賀県伊万里市、福岡県糸島市、長崎県佐世保市、平戸市、壱岐市）の意向も無視したままです。
　加えて、玄海原発４号機は、12月中旬には定期点検のため再び停止することとなっています。わずか一ヶ月半の原発再稼働は、電力社会の原発ありきの姿勢をあらためて見せつけるものです。

　今回のこの動きに対して、地元佐賀県平和運動センターは11月2日に、九州電力などに申し入れを行い、原水禁国民会議も別紙のとおり抗議声明を発表しました。

つきましては、各地の原発再稼働に影響を与える今回の玄海原発４号機の再稼働に対して下記のとおり、抗議打電のとりくみをお願いいたします。

記

1．宛先
①九州電力本社　　眞部　利應　様

　　〒810-0004　福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目１番82号

TEL：092-761-3031（代表）/FAX：092-713-9192（エネルギー広報グループ）
    e-mail ：九州電力ホームページ上段の「お問い合わせ（お便りＢＯＸ）→

下段のメールでのお問い合わせ・ご意見　お問い合わせメールフォーム（お便りＢＯＸ）からメールして下さい。

②佐賀県知事　　古川　康　　様

　　〒840-8570　佐賀市城内1-1-59

    TEL：0952-25-7008 (直通) /FAX:0952-25-7289

　　　e-mail：佐賀県のホームページの「こちら知事室です」→「知事への提案」から

メールして下さい。 

③玄海町長　　岸本　英雄　様

〒847-1421 佐賀県東松浦郡玄海町大字諸浦348番地　玄海町役場

TEL：0955-52-2111（代表）/FAX：0955-52-3041

e-mail：info@town.genkai.saga.jp
２．取り組み期間　　２０１１年１１月１０日（木）まで
３．文例

玄海原発４号機の再稼働に強く抗議します。県民の声に耳を傾けてください。

県民の安心・安全のためにも玄海原発４号機の再稼働反対。

※原水禁の抗議声明等を参考にしてください。

４．その他

（１）取り組みの報告については、下記取り組み報告書で、道本部にご報告ください。

（２）不明な点は、総合政策局政治部（中村・岡本）まで連絡してください。　
ＴＥＬ　０１１－７４７－３２１１
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「玄海原発４号機再稼働」に対する緊急打電行動のとりくみ報告
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· 抗議行動を行った先に「○」を記入してください。

　 
九州電力玄海原発4号機の再稼働に対する抗議声明
フォーラム平和・人権・環境
原水爆禁止日本国民会議
事務局長　藤本泰成
　11月１日、九州電力（九電）は地元の了解を得たとして、操作ミスによる復水器のトラブルから停止中であった玄海原発4号機の再稼働を強行しました。定期検査後の再稼働ではなくストレステストの義務はないとし、経済効率のみを理由とする再稼働に対し、平和フォーラム・原水禁は、強い憤りを感じるとともに九電の姿勢をきびしく弾劾するものです。
　3月11日の福島原発事故以来、原発の安全性への国民の信頼は全く失われました。電力会社が国の政策と一体となって推進してきた原子力政策の是非が、極めてきびしく問われています。今回の九州電力の姿勢は、「自らの責任無く生業を失い、故郷を追われ、事故後7ヶ月を経てもなお避難生活を余儀なくされ、将来にわたって放射線被害の恐怖にさらされる」福島県民の実態を全く無視するものであり、暴挙と言わざるを得ません。
　原発事故の収束、事故原因の調査などが終了せず、原発の安全性が国民の信頼に足るものとなっていない中での再稼働は、決して許されるものではありません。
　九電は、岸本英雄玄海町長と古川康佐賀県知事の了承を住民の了解と言い換えていますが、そもそも住民に対して何の説明もありません。一方で、岸本玄海町長も古川佐賀県知事も「国から安全性の確認を得た」とするだけで、住民の安全を預かる地方自治体の首長としての責任を果たそうとしていません。古川県知事は、九電とともに玄海原発のプルサーマル導入におけるやらせ問題の渦中にいます。何らの責任もとることなく九電社長も佐賀県知事もその座に居座りながら、原発事故という深刻な事態にあっても原発稼働を経済効率の立場から容認していく姿勢は、地域住民、国民の信頼を勝ち得るはずがありません。九電原子力本部の豊島直幸部長は「地元の了解はある意味必要がない」と発言したと報じられています。地元住民の安全を無視しているとしか言いようがありません。
　地震国日本にあって玄海原発は安全なのか、第二の福島原発事故は防ぎようがあるのか、このような問いに対して九電は全く応えようとしていません。国は、環境省に原子力安全規制庁（仮称）を設置するため作業を進めています。また、事故原因の究明やエネルギー政策そのものの見直しを進めています。そのような中で、トラブルを起こした玄海4号機の再稼働を急ぐ必要はありません。九電の利益のために経済効率のために、地域住民の安全を無視するような再稼働を強行することを、平和フォーラム・原水禁は満腔の怒りを持って抗議します。また、玄海町長や佐賀県知事は、地域住民の安全を守る立場に立たないのならば、自ら政治の場から身を引くことを要求します。
　去る9月19日、大江健三郎さんなど9人の呼びかけに集まった6万人の市民は、「さようなら原発」の合い言葉の下、明治公園を埋め尽くしました。その声を、九電や玄海町長・佐賀県知事は真摯に受け止めるべきです。
